
〔 〕 （ ）

白老町長　　様

前回資格者は「継続」、初めて申請する者・資格が切れた者は「新規」を○で囲む

① ②

③
-

（ ） - （ ） -

④
-

 

⑤ （ ） - （ ）

⑥ （ ）

人

人

人

人

有の場合「納税状況確認同意書」添付 有の場合「納税証明書」添付

⑪ 年 月 日　～ 年

千円

※　うち支店等（受任者）売上について、支店としての売上高を集計していない場合は「支店集計なし」と記載願います。

２ページ目へ

消費税の課税

月

ﾌ　ﾘ　ｶﾞ　ﾅ

申請担当者

指名通知先

住　　　所

電  話 FAX

職氏名 -

-

物品購入等入札参加資格審査申請書

令和申 請 日 年申請区分

ｼｬﾁﾊﾀ・ｶﾗｰｺﾋﾟｰ不可

月 日

物品購入等

新規

使用印実印

申請人（本社・本店）

受任者（支店等に入札参加・契約先を委任する場合に記入してください）

　白老町様式1-1

　令和6年度に白老町から発注する物品の購入等〔物品の購入、売払い、印刷、製造、修繕又は改造及び委託
（測量、設計を除く）〕に関する競争入札に参加したいので、関係書類を添え、入札参加資格の審査を申請し
ます。
　なお、この申請書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

電話

郵便番号

代表者 職・氏名

ﾌ　ﾘ　ｶﾞ　ﾅ

商号又は名称

ﾌ　ﾘ　ｶﾞ　ﾅ

住　　　所

郵便番号

上記の「使用印」は、入札・見
積・契約締結並びに代金の請
求及び受領その他諸届に使
用します。
◆委任しない場合は本社の
実印又は代表者印（いわゆる
丸印）を押印
◆委任する場合は支店等（受
任者）代表者印を押印
◆社印（いわゆる角印）は認
めないので代表者印がない
場合は代表者の私印を押印

受付番号 業者番号

職・氏名

ﾌ　ﾘ　ｶﾞ　ﾅ

支店等名称

⑦

⑨ ⑩ 免税・課税

該当箇所○で囲む

うちパート

うち常勤

パート等

常　勤

年

年

該当箇所○で囲む

支店等（受任者）

白老町の課税 無・有

本社等（申請人）

⑧

千円

総売上 当期利益

・ 継続

千円〔 うち支店等（受任者）売上 千円〕

設立年月日 営業年数 資本金 従業員数

令和 令和直前の決算期の取引実績

ＦＡＸ

電  話

日



⑫

⑬

年 月 日 ～ 年

年 月 日 ～ 年

年 月 日 ～ 年

年 月 日 ～ 年

年 月 日 ～ 年

年 月 日 ～ 年

年 月 日 ～ 年

円 R 年 月

円 R 年 月

　　　取引実績がない場合は、内容欄に「実績なし」と記載してください

物品購入等 　白老町様式1-2

備考
優先
順位

分類

大分類 中分類

指名を受けようとする品目等
（15文字程度以内で記載すること）

メーカー名

参加希望業種品目　（書ききれない場合は別紙可）

日

有効期間許認可・登録・資格・届出等の名称

月 日

月 日

官公庁等（白老町含む）を相手とした、直近2年間の契約実績を金額の大きいものから2件記載してください

⑭
官公庁等
契約実績

相手方

相手方

月 日

月 日

日月

内容

内容

金額

金額
契約
年月

契約
年月

月 日

・大分類「業務委託」中「情報処理サービス」を申請する者は2年以上の経験を有するＳＥ又はＰＧの「雇用証明」を添付すること

・大分類「業務委託」中「警備」を申請する者は警備業法第4条の警備業認定が資格要件となるため「認定証」の写しを添付すること

・大分類「印刷」又は「印章」を申請する者は印刷機材等を所有していることが資格要件となるため「概要・配置図」を添付すること

営業に関する法的な許認可の状況　（許認可証等の写しを添付すること）

月



白老町様式2

申
請
人
情
報
を
記
載

（
委
任
す
る
場
合
は
受
任

者
情
報

）

令和6年度物品購入等入札参加資格審査申請書及び添付書類を受理しました。

受付者 白老町 財政契約グループ

　申請にあたり、下記の書類が不備につき、至急提出願います。

□ 84円切手貼付済み返信用封筒（もれなく宛名を記入すること）

□ 委任状

□ 誓約書

□ 消費税及び地方消費税納税証明書

□ 納税状況確認同意書

□ 印刷・印章・情報処理サービス申請に係る添付書類

□ 営業の許認可等の写し

□ 商業登記簿謄本（履歴又は現在事項証明書）【法人の場合】

□ 代表者身分証明書【個人事業主の場合】

□ 申請書２枚目(白老町様式1-2) まで
　　期限までに必着しなかった場合、
　　申請受理を取り消します。

物品購入等

物品購入等入札参加資格審査申請書　受理票

受付番号 受付年月日

　　申請人
　　　　　　住　　　　所
　　　　　　商号（名称）
　　　　　　代表者職氏名

様

（以下、白老町記入欄）

到着
期限 ／ （　 ）



様式第７号（第７条関係）

令和 年 月 日

所在地 〒

商号又は名称

代表者職氏名

1 　自己又は自己の法人その他の団体の役員等は、次のいずれにも該当する者ではありません。

2

3

4

5

※

　1(1)から(8)までに掲げるもの（以下「暴力団等」という。）を下請契約等の相手方にしません。

　下請契約等の相手方が暴力団等であることを知ったときは、当該下請契約等を解除します。

　自己、自己の法人その他の団体又は下請契約等の相手方が暴力団等から不当な要求行為を受けた場
合は、 白老町長に報告し、警察に通報します。

　白老町契約等に係る暴力団等排除措置要綱における「入札参加除外措置」を受けている者ではありませ
ん。

本誓約に基づき取得した個人情報は、暴力団等を排除する目的以外には一切使用しません。

(6) 　暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団
の維持又は運営に協力し、又は関与している者

(7) 　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者
(8) 　暴力団員と密接な交友関係を有する者

(3) 　暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
(4) 　暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
(5) 　自己、自己の法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目

的を もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者

(2) 　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員を い
う。以下同じ。）

代表者印（実印）

　私は、下記の事項について誓約します。 なお、必要な場合には、他の官公庁に照会することについて承諾
し、当該事項に関する書類の提出を白老町から求められた場合には、指定された期日までに提出します。

記

(1) 　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に
規定する暴力団をいう。以下同じ。）

暴力団排除に関する誓約書

白老町長 様



年 月 日

白老町長　　様

委任者（申請人）

印

印

6 年 4 月 1 日 から 7 年 3 月 31 日 まで

該当する事項に「○」を記載してください

　

　私は、次の者を代理人と定め、貴町から発注される物品購入等に関する事項の権限を次
のとおり委任します。

物品購入等 白老町様式

委　任　状

住 所

　その他契約に関する一切のこと

　対価の請求及び領収に関すること

令和 令和

　契約の締結及び請書の提出に関すること

　入札及び見積に関する復代理人の選任に関すること

　入札及び見積に関すること

　この白老町入札参加資格審査申請に関する一切の権限委任事項

受 任 者

委任期間

令和

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

商 号 又は 名称

代 表 者 氏 名



年 月 日

印

納税状況確認同意書

令和

白老町長　　様

承 諾 者 住 所

商号又は名称
代 表 者 氏 名

　なお、納期限が到来している各町税に未納があった場合は、入札参加の業者として指名さ
れない場合があっても一切不服は申し立てません。

　私は、令和６年度に白老町が発注する入札参加の業者として指名される際は、下記の期間
内において各町税の納期限が到来しているものについて納付確認することを承諾いたしま
す。

承諾期間　　　　　令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで



　白老町様式1-2（参加希望業種品目・別紙）
※この様式は、申請書2枚目の様式1-2に収まらない場合のみ使用します。

⑫

・大分類「印刷」又は「印章」を申請する者は印刷機材等を所有していることが資格要件となるため「概要・配置図」を添付すること

・大分類「業務委託」中「警備」を申請する者は警備業法第4条の警備業認定が資格要件となるため「認定証」の写しを添付すること

・大分類「業務委託」中「情報処理サービス」を申請する者は2年以上の経験を有するＳＥ又はＰＧの「雇用証明」を添付すること

中分類

物品購入等

参加希望業種品目

優先
順位

分類 指名を受けようとする品目等
（15文字程度以内で記載すること）

メーカー名 備考
大分類



　「印刷」又は「印章」の申請に係る添付書類（任意書式可）

● 所有する印刷機又は印章機材の概要

№

● 所有機材の配置図

物品購入等

台数性能等機種名



　「情報処理サービス」の申請に係る添付書類（任意書式可）

● 2年以上の経験を有するシステムエンジニア又はプログラマー

№

1 年

2

3

4

5

上記の者をシステムエンジニア又はプログラマとして雇用していることを証明します。

年 月 日

申請人（本社・本店等）

物品購入等

氏名 職名 経験年数

工事・設計の申請で使用する技術者名簿の
写しでも構いません。

令和

代表者
職氏名

商　号

住　所

印

（実印）


